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【資料７】 



１年前の夏 

 

○H30年７月豪雨 

 ・西日本を中心に記録的な大雨   

 ・全国で200名以上の死者、県内でも27名の方が犠牲 
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１年前の夏 

 

○記録的な高温 

 ・熊谷市（埼玉県）で41.1度 

  

 ・松山市でも37.4度を記録 

 （2年連続で過去最高を更新） 

  

 

   

  ⇒ 気象庁「命の危険がある暑さで、一つの災害と認識」 
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１年前の夏 

 

 〇 気候変動の脅威が、外国や遠い未来のものではなく、 

  自分自身の身に、今まさに迫っている脅威であると実感 

  させられた（内子町環境学習会 参加者意見より）。 

 

   ⇒ 「適応策」に対する意識が大きく変わってきた。 
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これまでの取組み 
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○ H27年3月、県地球温暖化防止実行計画を改定し、 

 基本方針の一つに「適応の取組み」を位置づけ。 

 

 

 

 

基 本 理 念 基 本 方 針 

県民の暮らしと 

低炭素社会が両立する 

「環境先進県えひめ」の実現 

Ⅰ エネルギー消費の少ない“ライフスタイル”への転換 

Ⅱ 低炭素型の“ビジネススタイル”の実現 

Ⅲ “地球にやさしいエネルギー”の導入拡大 

Ⅳ 低炭素社会の実現に向けた環境負荷の少ない地域づくり 

Ⅴ 環境教育・環境学習の充実とパートナーシップの構築 

Ⅵ 地球温暖化への適応の取組み 

 



これまでの取組み 
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○ 適応策の方向性の検討」、
「適応に関する意識の向上」 
  
 
 
○ 一方、農業生産の現場 
 では、従来から適応策を 
 推進してきた。 



適応策の具体例 ①ブラッドオレンジ 
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 ○ 愛媛県西南部の宇和島地域では、気候変動による温州 

  ミカンの品質低下に悩まされており、新規作物の導入が課題  

  となっていた。 

 

  ⇒ 高温に強いイタリア原産の柑橘 

   「ブラッドオレンジ」の産地化に向け、 

   H21年度から栽培、加工、貯蔵 

   技術の研究を開始。 



適応策の具体例 ①ブラッドオレンジ 
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 ○ ブラッドオレンジの特徴である果肉の赤みを安定して発現 

  させる栽培技術や、機能成分のアントシアニンの増加・長期 

  安定化技術、加工技術を確立するとともに、首都圏等への 

  販路拡大に精力的に取り組んだ結果、全国初の産地化を 

  実現。 



適応策の具体例 ②ひめの凜 
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 ○ 愛媛県内の水稲の作付けは、ヒノヒカリ、コシヒカリ、あきた 

  こまちの３品種が中心。 

   

  ⇒ 夏場の高温より、平坦地における「ヒノヒカリ」等の一等米 

   比率低下が問題となっていることから、国が開発した高温耐 

   性品種「にこまる」の作付けを拡大してきた。 



適応策の具体例 ②ひめの凜 
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 ○ 県農林水産研究所では、H14年度からブランド米の開発  

  に取り組んでおり、H30年度に、夏の暑さに強く、かつ高品 

  質・高収量であり、倒れにくい新品種「ひめの凜」を品種登録。 

 

  ⇒ 今年度から、愛媛県オリジナル 

   ブランド米として、作付面積拡大、 

   ブランド確立に取り組んでいく。 



適応策の具体例 ③防災・減災対策 

 

 ○ 以前の防災・減災対策は、南海トラフ地震や伊方原発 

  事故への対応が中心。 

 

  ⇒ 洪水・土砂災害等への対策を 

   強化し、ハード面はもとより、防災 

   教育の推進や、ハザードマップの 

   作成促進等、ソフト面の対策も 

   組み合わせた適応策を推進。 
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適応計画の策定について 
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〇愛媛県議会 第362回定例会（平成31年３月４日）  

（知事）  

 近年、地球温暖化の進行に伴い、県内でも、昨年の西日本
豪雨災害をはじめとして、豪雨や猛暑による被害が深刻化する
中、県では、来年度（令和元年度）、新たに気候変動適応計
画を策定し、県民被害の軽減や、気候変動に適応した農林水
産業等の持続的発展、自然環境の保全等に向けた取組みを推
進することとしており、今後は、国や市町等との連携のもと、「緩
和」と「適応」の２つの視点から、総合的な地球温暖化対策の
取組みを進めていきたいと思います。 



適応計画の策定について 
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 ○ 令和元年６月、環境基本計画及び地方公共団体実行 

  計画の改正と併せて、適応計画策定について環境審議会に 

  諮問。 

 

 ○ 併せて、気候変動及び適応策に関する県内外の状況等 

  に関する基礎調査を委託（予算額：3,644千円） 

 

  ⇒ 今年度末を目途に、改正後の地方公共団体実行計画 

   を本県の適応計画として位置付ける予定。 



適応計画の策定について 

14 

 ○ 地域適応計画の策定をきっかけに、現状や課題の分析を 

   通じて、農業分野や防災分野以外の幅広い関係分野に、 

   「気候変動への適応」の意識を浸透させたい。 

 

 ○ 各分野の適応策の方向性を示すことで、長期的な視点で 

  適応策に取り組んでいく。 

 

 ○ 地域適応センターの設置を契機として、各試験研究機関 

  の取組み等の情報共有体制を強化。 



ご清聴、ありがとうございました 

温暖化  
  愛でとめます  
      愛媛から 
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